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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成２８年９月７日（平成２８年（行情）諮問第５６３号） 

答申日：平成２９年４月１３日（平成２９年度（行情）答申第４号） 

事件名：「平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱」に関して行政文書ファイ

ル等につづられた文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱』に関して，その業務のた

めに行政文書ファイル等につづられた文書の全て。 ＊『行政機関の保有

する情報の公開に関する法律施行令』別表でいう『七 電磁的記録』があ

れば，それを希望。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対

し，別紙の２に掲げる３２文書（以下「本件対象文書」という。）を特定

し，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年７月２９日付け情報公開第

０１４６３号により外務省（以下「外務省」，「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，

その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）不開示処分の対象部分の特定を求める。 

総務省情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）の

審議において，審査請求人は書面を通じてしか意見を申し立てることが

できない。したがって不開示部分を直接指さして特定するという方法が

採れないため，原処分における特定の仕方では不十分である。 

何頁の何行目から何行目までという辺りまで不開示部分の特定がされ

ないと審査会の審議における書面での申立てに支障が生じること及び平

成２２年度（行情）答申第５３８号で指摘されたような原本と開示実施

文書の相違の発生防止の観点から，更に特定を求めるものである。 

（２）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

（３）他にも文書が存在するものと思われる。 

「外務省における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに外務省の事
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務及び事業の実績を合理的に跡付け，又は検証することができる」（外

務省行政文書管理規則９条）文書が更に存在するものと思われる。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

外務省は，審査請求人が平成２７年１２月１７日付けで行った開示請求

「『平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱』に関して，その業務のため

に行政文書ファイル等につづられた文書の全て。＊『行政機関の保有する

情報の公開に関する法律施行令』別表でいう『七 電磁的記録』があれ

ば，それを希望」に対し，法１１条に基づく特例延長を行い，相当の部分

の開示決定として，別紙の１に掲げる４文書（以下「先行開示文書」とい

う。）を特定し，全て開示とする決定を行い（平成２８年２月１６日付け

情報公開第００３３７号），最終決定として，別紙の２に掲げる３２文書

を特定し，２６文書を開示，２文書を部分開示，４文書を不開示とする原

処分を行った（平成２８年７月２９日付け情報公開第０１４６３号）。 

 ２ 本件対象文書について 

本件審査請求の対象となる文書は，原処分に係る別紙の２に掲げる３２

文書である。 

３ 不開示とした部分について 

（１）文書１１及び文書１３については，国家安全保障会議の具体的議題に

関する情報であり，公にすることにより，安全保障に関する我が国の関

心が推察され，国の安全が害されるおそれ及び他国との信頼関係が損な

われるおそれがあるため，法５条３号に該当することから不開示とした。 

（２）文書７及び文書３４ないし文書３６については，安全保障に関する我

が国政府機関の審議・検討に関する情報及び資料であり，公にすること

により，政府部内の未成熟な検討内容が明らかになり，国の安全が害さ

れるおそれ，他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ，

政府部内における率直な意見交換が不当に損なわれるおそれ，国民の間

に不当に混乱を生じさせるおそれ，又は将来予定されている同種の審議

に係る意思決定及び会議の運営等に支障が生じるおそれがあるため，法

５条３号，５号及び６号に該当することから不開示とした。 

（３）なお，上記（１）及び（２）の処分については，すでに同一文書に対

して内閣官房国家安全保障局長が行った処分に対する審査請求がなされ

た際に，情報公開・個人情報保護審査会から交付された平成２８年度

（行情）答申第１６０号（以下「別件答申」という。）によって妥当で

あるとの判断が示されている。 

 ４ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，原処分に対し，①不開示処分の対象部分の特定及び②一

部に対する不開示決定の取消しを求め，さらには③他にも文書が存在す
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るものと思われると主張している。 

   しかしながら，外務省は，上記３のとおり，本件対象文書を精査した上

で，法５条各号に該当する部分について，具体的な不開示理由を示して

不開示としており，審査請求人の主張には理由がない。また，外務省は，

審査請求人が請求した内容に合致する行政文書を十分に検討した上で本

件対象文書を特定しており，文書の特定に漏れはなく，同請求人の主張

は当たらない。 

５ 結論 

上記の論拠に基づき，外務省としては，原処分を維持することが妥当で

あると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年９月７日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２７日       審議 

   ④ 平成２９年３月３日   本件対象文書の見分及び審議 

   ⑤ 同年４月１１日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙の２に掲げる３２文書である。 

審査請求人は，原処分の取消し及び他の文書の特定を求めており，諮問

庁は，本件対象文書を特定しその一部が法５条３号，５号及び６号に該当

するとして不開示とした原処分を妥当としていることから，以下，本件対

象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示情報

該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

 （１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，次のとおりであった。 

ア 本件開示請求は，「平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱」に関

して，その業務のために行政文書ファイル等につづられた文書の全て 

（本件請求文書）の開示を求めるものである。 

  「平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱」（以下「現大綱」とい

う。）は，「平成２５年度の防衛力整備等について（平成２５年１月

２５日安全保障会議決定・閣議決定）」（以下「防衛力整備等」とい

う。）において，当時の「平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱」

（以下「前大綱」という。）を見直すこととされたことを受けて，国

家安全保障会議，その前身である安全保障会議及び関係閣僚会合（国

家安全保障会議の設置以前に前大綱の見直し等の今後の進め方等につ
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いて，総理，副総理，官房長官，外務大臣及び防衛大臣の関係閣僚に

より意見交換を行ったもの）において議論され，国家安全保障会議設

置法（以下「設置法」という。）２条２項に基づき，諮問及び答申が

行われ，平成２５年１２月１７日に閣議決定されたものである。 

イ 本件開示請求を受け，先行開示文書として，現大綱（文書１）及び

その概要（文書２）並びに現大綱及びその概要の英訳（文書３及び文

書４）を開示した。その上で，先行開示文書に加え，①防衛力整備等

の閣議決定に関する文書，②現大綱が議論された国家安全保障会議，

安全保障会議及び関係閣僚会議に関する文書，③与党・安全保障に関

するＰＴ会議等現大綱に関する与党への説明プロセスに関する文書の

うち行政文書ファイルにつづられた文書が本件請求文書に該当すると

解し，①の文書として文書５，②の文書として文書６ないし文書２０

及び文書３４ないし文書３６，③の文書として文書２１ないし文書３

３を特定した。 

ウ 本件審査請求を受け，改めて担当課の書庫及び書架を探索したが，

先行開示文書及び本件対象文書以外に本件請求文書に該当する文書は

見つからなかった。 

エ なお，審査請求人は，審査請求書において現大綱の意思決定の過程

に係る文書が存在するはずであると主張するが，上記アのとおり，現

大綱は国家安全保障会議，その前身である安全保障会議及び関係閣僚

会合において議論され決定されたものであるので，現大綱の意思決定

の過程に係る文書は既に特定されている。 

（２）諮問庁から先行開示文書及び本件対象文書の提示を受けて確認したと

ころ，その内容は諮問庁の上記説明（１）のとおりであり，先行開示文

書及び本件対象文書以外に本件請求文書に該当する文書の存在は確認で

きなかった旨の諮問庁の上記説明が不自然，不合理とはいえず，他に本

件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認められないこ

とから，外務省において，先行開示文書及び本件対象文書以外に本件請

求文書に該当する文書を保有しているとは認められない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）文書１１及び文書１３について 

   文書１１及び文書１３の不開示部分には，国家安全保障会議における

具体的な議題が記載されている。 

   当該部分は，これを公にすることにより，我が国の安全保障に関する

情報関心等が推察され，国の安全が害されるおそれ及び他国との信頼関

係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき，相当

の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 
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（２）文書７及び文書３４ないし文書３６について 

文書７及び文書３４ないし文書３６は，現大綱策定のための審議に関

連して安全保障会議及び関係閣僚会議において用いられた資料であり，

現大綱の策定に向けた論点や考慮すべき要素等が記載されている。 

当該文書については，その枚数も含め，これを公にすることにより，

政府部内における未成熟な検討内容が明らかとなり，政府部内における

率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれ，政府部内の当該問題に関

する考え方について無用な誤解や憶測を招くなど，不当に国民の間に混

乱を生じさせるおそれがあると認められるので，法５条５号に該当し，

同条３号及び６号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条３号，５号，６号に該当するとして不開示とした決

定については，外務省において，本件対象文書の外に開示請求の対象とし

て特定すべき文書を保有しているとは認められないので，本件対象文書を

特定したことは妥当であり，不開示とされた部分は同条３号及び５号に該

当すると認められるので，同条６号について判断するまでもなく，不開示

としたことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙 

 

１ 先行開示文書 

文書 １  平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱について 

文書 ２  平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱（概要） 

文書 ３  NATIONAL DEFENSE PROGRAM GUIDELINES for FY 2014 and beyond 

文書 ４  NATIONAL DEFENSE PROGRAM GUIDELINES for FY 2014 and beyond 

(SUMMARY) 

 

２ 本件対象文書 

文書 ５  平成２５年度の防衛力整備等について 

文書 ６  第２２０回安全保障会議（２５．１１．１９）開催通知 

文書 ７  第２２０回（２５．１１．１９）安全保障会議資料 

文書 ８  第２２０回（２５．１１．１９）安全保障会議応答要領 

文書 ９  第２２１回安全保障会議（２５．１１．２６）開催通知 

文書１０  第２２１回安全保障会議（２５．１１．２６）応答要領 

文書１１  国家安全保障会議（２５．１２．４）開催通知 

文書１２  国家安全保障会議（２５．１２．４）応答要領 

文書１３  国家安全保障会議（２５．１２．１０）開催通知 

文書１４  国家安全保障会議（２５．１２．１０）応答要領 

文書１５  国家安全保障会議（２５．１２．１７）開催通知 

文書１６  国家安全保障会議（２５．１２．１７）資料： 

平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱について 

文書１７  国家安全保障会議（２５．１２．１７）資料：内閣官房長官談話 

文書１８  国家安全保障会議（２５．１２．１７）応答要領 

文書１９  国家安全保障会議（２５．１２．１７）参考資料： 

国家安全保障戦略（案），新防衛大綱（案） 

文書２０  国家安全保障会議（２５．１２．１７）参考資料： 

自衛隊の体制と防衛力整備 

文書２１  与党・安全保障に関するＰＴ第１回（２５．１１．２２）次第 

文書２２  与党・安全保障に関するＰＴ第１回（２５．１１．２２）名簿 

文書２３  安全保障と防衛力に関する懇談会について 

文書２４  与党・安全保障に関するＰＴ第１回（２５．１１．２２）資料 

文書２５  自衛隊の体制整備の方向性 防衛省 平成２５年１１月 

文書２６  与党・安全保障に関するＰＴ  今後の日程(案） 

文書２７  与党・安全保障に関するＰＴ第２回（２５．１１．２７） 

国家安全保障戦略について（盛り込むべき主な要素） 

文書２８  与党・安全保障に関するＰＴ（２５．１１．２７） 
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平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱について(盛り込むべき

要素） 

文書２９  与党・安全保障に関するＰＴ第３回（２５．１２．３）： 

２２大綱と新防衛大綱の防衛構想について（案）平成２５年１

２月 

文書３０  与党・安全保障に関するＰＴ第５回（２５．１２．１０）： 

国家安全保障戦略（案），新防衛大綱（案） 

文書３１  与党・安全保障に関するＰＴ第６回（２５．１２．１１）： 

統合機動防衛力についての考え方と記述案 

文書３２  政策責任者会議（２５．１２．１３）：国家安全保障戦略（概

要）（案） 

文書３３  政策責任者会議（２５．１２．１３）： 

平成２６年度以降に係る防衛計画の大綱（概要）（案） 

文書３４  関係閣僚会合資料１ 

文書３５  関係閣僚会合資料２ 

文書３６  関係閣僚会合資料３ 


